（様式細１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設備設置（令和２年度事業）
充電設備承認申請書（新規）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請日　令和２年　　月　　日
一般社団法人次世代自動車振興センター
代表理事　　堀　洋一　殿　
〒

住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
社　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社印･代表者印
当社は、令和２年度「電気自動車・プラグインハイブリッド自動車の充電インフラ整備事業費補助金」における補助対象として以下の型式を承認いただくため、新規に申請を致します。
記
１．新規に申請する型式について
①型式：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②定格出力：　　　　　　　　　　　（ｋＷ）　　蓄電池＊１：　　　　　　（ｋＷｈ）
③名称（ある場合）：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④ＯＥＭの場合：調達メーカー名　　　　　　　　　　　　　　　
　　＊１　蓄電池付急速充電設備の場合に記入
（１）申請する型式の区分（該当する区分に○）
	１
	急速充電設備　10kW以上50kW未満
	6
	蓄電池付急速充電設備　50kW以上90kW未満

	２
	急速充電設備　50kW以上90kW未満
	7
	蓄電池付急速充電設備　90kW以上

	３
	急速充電設備　90kW以上
	8
	充電用コンセント（２００Ｖ）

	４
	普通充電設備　6kW未満
	9
	充電用コンセントスタンド（２００Ｖ）

	５
	普通充電設備　6kW以上10kW未満
	


（２）蓄電池付急速充電設備の場合

	蓄電池の容量
	（　　　　　　　ｋＷｈ）

	主に電気自動車等への充電を可能にする蓄電池の機能について
	


（３）高機能付の場合（該当する機能に○）
	課金機能
	充電設備の運用費低減に資する機能

	
	認証課金　＊２
	
	デマンド機能等

	
	現金課金　＊３
	
	その他　＊４


	＊２
	・課金装置のメーカー及び接続するプロバイダー名
①
②

	＊３
	・現金による課金装置の場合、メーカー名及び機能について
①メーカー名：
②具体的な仕様（対応する硬貨の種類、おつり機能の有無等）


	＊４
	・具体的な機能の説明



２．申請する型式の仕様詳細　（該当する項目に○、空欄には数字を記入）
①入力電圧･電流
：　三相　・　単相　　AC１００Ｖ　　・　　２００　V　・　（　　　　　 　）A
②出力電圧・電流
：　三相　・　単相　　AC　・　DC　（　　　　　　　）V　　・　　（　　　　　　）A
③製品耐用年数・防水性能
：（　　　　　　　　　　　　　　　　）、防水性能：　（　　　　　　　　　　　　　　　）
④メーカー保証年数　
：（　　　　　　　　　　　　　　　）　
⑤生産工場、主たる物流拠点
：（　　　　　　　　　　工場生産）、（主たる拠点：　　　　　　　　　　　　　　　　）
⑥定期点検時期
：（初回点検時期
：　　　　　　　　　、その後　　　　　　　年毎）　／　設定なし
⑦この型式の設置方法
：自立式　／　壁掛け式　／　その他（　　　　　　　　　　　　　　）＊５　
＊５　その他設置方法についての特記事項　（例：設置治具仕様、耐候性を考慮した設置が必要等）
	


＊設置用金具が本体価格に含まれる場合：３項③“本体価格に含まれるユニット、備品欄に記入。
＊含まれない場合：8項“オプション”の欄に製品仕様を記入。
３．申請する型式の原価、及び販売価格について
①補助対象として申請する型式の原価　　　：　　　　　　　　　　　　　　　円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
②補助対象として申請する型式の販売価格：　　　　　　　　　　　　　　　円　（ただし、　　　　　　　　　　　　を除く）　
③上記価格に含まれるユニット、備品：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＜１．（２）－＊２において認証課金を申請したので、下記を申告します。＞
(1)課金器本体価格に、プロバイダーへの接続料を　・　含みます（　　　　　　　　　　　円）　・　含みません
(2)認証課金による購入者（申請者）の負担金額と発生時期、および購入者（申請者）への告知について　　
設置者負担金額　（￥　　　　　　　/年または月）　発生時期（設置後　　　年目から）　告知：有　/　無
４．型式の装備について
（装備・仕様に○、説明又は数値を記入）
	１
	充電コネクター
（メーカー名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　仕様名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	２
	充電ケーブル
（長さ：　　　　　　　　　　　　　　　　ｍ）　

	３
	・　漏電遮断器　　又は　　・　　漏電遮断機能
・　漏電遮断機能の説明（接続されている回路、遮断の条件等）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
５．互換性、安全性に関する第三者の確認結果　（準拠では申請できません）
　　　　（１）第三者名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）取得日 　　：平成　　　年　　　月　　　日　
（３）取得確認基準名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　
６．　発売予定日及び本年度販売見込み基数について
（１）販売開始予定日：平成・令和　　　　年　　　　月　　　　日予定（※既に販売済みの場合は販売開始日）
（２）販売計画台数　：　　　　　　　　　　　基/月　
（３）主たる販売先　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
７．　提出書類　：　以下の書類を全て提出致しました。
	○
	仕様書（仕様・付属する装備、充電性能等を示すもの）　
	○
	第３者の確認を証するもの
	○
	保証書、銘板サンプル資料

	○
	設置工事要領書
	○
	取扱説明書
	
	ＯＥＭの場合は、契約書の写し


８．　オプション　（型式の設置等に必要となるもの等、但し補助対象外。）
　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
９．「充電設備の申請・承認等に関する規則」に関する同意
　当社は、今回の申請に当たり「規則」第4条第2項の各号（下記①～⑥）に定められた申請要件を全て満たし、かつ履行することに同意します。
　①以下の(ア)又は(イ)に示すいずれかの場合に同意します。
(ア):日本に拠点を有する充電設備製造事業者が申請する場合

当社は、開発、製造、販売に至るすべての品質や購入者への補償等、一切の責任が当社にあることを了承の上、申請致します。

(イ):海外の充電設備製造事業者から販売委託を受けた日本国内に拠点を有する事業者が申請する場合

当社は、充電設備が充電インフラとして供されるに当たり、開発・製造・販売に至る全ての品質や購入者の補償等、一切の責任を製造事業者と連携して果たすことを了承致します。
　②当社は、補助金の承認を得た事実を宣伝・告知に利用する場合、当社の責任の下に行います。
　③当社は、申請する型式を製品に表示します。
　④当社は、保証書を購入者に自ら発行するか、第三者等に委託する場合は発行された保証書を管理する
　　こととします。
　⑤当社は、申請し承認を受けた型式が市場不具合を起こした場合、1週間以内に不具合内容と対策を
センターに報告します。
⑥当社は、販売した製品が補助金の交付を受けている場合、センターの求めに応じ、当該充電設備の保有義務期間内における充電設備の稼働状況や撤去の状況等を速やかに報告致します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
